様式第７号（第１０条関係）
　令和２年　　月　　日

公益財団法人　東京都中小企業振興公社

　　　　　理　　事　　長　　　殿

〒　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　（　　　　　）　　　

　　令和２年度　非対面型サービス導入支援事業　実績報告書

　　 令和２年　　月　　日付２東中企助第　　号をもって交付決定の通知があった助成事業が完了しましたので、下記のとおり報告いたします。

記

１　助成事業実施期間　　　   令和２年５月１４日　～ 令和２年　　月　　日
２　助成事業実施内容及び効果・・・・・・・・・・付表１
３　助成事業支払総括表及び経費別明細表・・・・・付表２
４　助成事業による取得財産表・・・・・・・・・・付表３
５　その他提出書類　　
　ア　助成事業の実施に係る契約書（注文書・注文請書）、仕様書、納品書、請求書
　　　振込控、クレジットカード利用明細、通帳又は当座勘定照合表、領収書等

　イ　助成事業の経費区分別実施内容を明らかにするための資料

1 写真　②資料　③報告書　④ソースコード　⑤画面キャプチャ―
⑥チラシ・パンフレット　⑦制作物等
　　　ウ　申請した非対面型サービスの実施を確認する資料
　　　　　オンライン配信やオンラインレッスン等を開始したことがわかる資料

（付表１）
助成事業実施内容及び効果
１　助成事業実施内容及び効果
　（１）実施内容　(実際に何をどのような方法で非対面化したかを記入してください)
	


　
（２）事業効果及び今後の見通し又は展開
	


　（３）非対面化により新規顧客は増加しましたか
　　　　増加した　　　変わらない　　　　減少した：理由（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　（４）本事業の満足度はいかがですか
　　　　満足　　　やや満足　　　普通　　　不満：理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　他の補助金・助成金との重複確認
・１(１)の実施内容と、他の補助金・助成金の申請・実施内容に重複する部分はありません。
・今後、本事業と同内容にて、他の補助金・助成金に申請することはしません。
・本事業の実施に当たっては、今後も新型コロナウイルス感染拡大防止に留意し、「三密」（密閉・密集・密接）を避けるよう配慮します。
・本事業により取得した財産については、申請書に記載した非対面型サービス事業に限って使用し、他の目的で使用することはありません。
・本事業で取得した税抜５０万円以上の財産について、法定耐用年数を経過する日より前に処分しようとするときは、事前に申請します。

令和２年　　月　　日　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　実印
